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学位請求論文 「韓国電力業の歩み―「日本人」の電力業から「韓国人」の電力業
へ―」
審査結果
審査委員は、上記学位請求論文について慎重に審査し、且つ、2014 年 12 月 20 日
に学位請求者に対する口頭試問を実施した結果、全員一致で、必要な修正を施すこ
とを条件として、本学位請求論文が博士学位授与に相当するものであると判定した。
Ⅰ．本学位請求論文の構成
本学位請求論文の構成は以下の通りである。
序章
１ 研究課題
２ 電力業の位置付け
３ 先行研究
４ 研究範囲・方法・構成
第１編 「日本人」の電力業
第１章 初期における電気業
１ 電力業の始まり：漢城電気(株)⇒韓米電気(株)
２ 「日本人」による電力業
３ 「日本人」の電力業の実状
おわりに
第２章 １９３０―３６年における電力業
１ 電力業の再整備
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２ 変容しつつある電力業
おわりに
第３章 戦時下における電力業
１ さらなる電力業の変貌
２ 強まる統制
３ 解放直前における電力業
おわりに
第２編 「韓国人」の電力業
第４章 朝鮮独立後における電力業
１ 日本人主導の電力業から「韓国人」主導の電力業へ
２ 「韓国人」のための電力業の実状
３ 朝鮮戦争直前における電力業
おわりに
第５章 朝鮮戦争中における電力業
１ 朝鮮戦争および「韓国電力」の被害状況
２ 戦時中における電力業の実状
おわりに
第６章 戦後における韓国電力
１ Tasca 報告書ならびに「韓国電力に関する報告書」
２ 電力業の実状
３ 「北朝鮮電力業」
４ ５０年代末における韓国電力
おわりに
第７章 朴正熙政権における電力業
１ 朴政権の登場
２ 朴政権下における電力業の実状
おわりに
終章
Ⅱ．本学位請求論文の概要
１ 全体
本学位請求論文は、1910 年の韓国併合から、1945 年の日本の敗戦、1948 年の大
韓民国・朝鮮民主主義人民共和国の成立、1950～1953 年の朝鮮戦争を経て、1979
年の韓国・朴正煕政権の終焉に至る期間における朝鮮・韓国電力業の展開過程を歴
史的に考察したものである。
なお、ここで言う「朝鮮」は 1945 年 8 月以前の朝鮮半島全域であり、これに対し
て「韓国」は同年同月以降の北緯 38 度線以南の地域である。第二次世界大戦後の考
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察範囲が韓国に限定されているのは、朝鮮民主主義人民共和国に関する資料の入手
が困難であるためである。
２ 各章
序章
ここでは、①これまでの研究状況の概観、②そこから導き出される本学位請求論
文の課題が提示されている。
①これまでの研究状況の概観では、日本と韓国における朝鮮・韓国経済史研究が
整理されている。すなわち、先ず日本における従来の研究を見ると、(a)第二次世界
大戦終結前の日本統治下における工業の発展は、専ら日本の利益に基づく朝鮮総督
府の政策の結果であり、従って、戦前と戦後の間には「断絶」があるとする「大陸
兵站基地論」と、(b)朝鮮経済を単に朝鮮総督府の政策との関連のみで捉えるのでは
なく、その実態に着目するならば、そこに一定の自生的発展があり、従って朝鮮経
済と韓国経済の間には「連続」性が存在するとの「資本主義成立論」という二つの
見解があることが示されている。次ぎに韓国の研究史では、(c)戦前期における経済
発展は「日本人」による「日本人」のためのものであり、「朝鮮人」にとっては無
意味だったとする「収奪論」が取り上げられており、ここでは戦前・戦後の「断絶」
が言われるとともに、「日本人」「朝鮮・韓国人」という「民族」が一つの論点と
なっている。(d)これに対して、民族よりも、市場の展開を重視すべきであり、戦前
・戦後を通じて「連続」して市場の一定の展開が認められると主張する「近代化論」
が対峙しているとされている。
この(a)(b)(c)(d)は戦前・戦後の「連続」「断絶」に関わるものであるが、従来
の研究史におけるもう一つの問題として、戦後の韓国経済についての研究が手薄で
あるという研究状況も指摘されている。
②以上を踏まえて、「民族」としての「日本人」「朝鮮人・韓国人」を視野に入
れつつ、経済の担い手として「企業家」「政府」を捉えると共に、戦前期だけでな
く戦後をも分析対象とし、もって上記の二つの問題に対して新しい知見を提示する
ことが本学位請求論文の課題であるとされている。なお、その際、電力業を分析対
象とするのは、工業化に対して斯業が持つ重要性のためである。
第１編 「日本人」の電力業
第１章 初期における電気業
本章では、1920 年代以前が取り上げられている。
先ず、朝鮮に電気事業を持ち込んだのはアメリカ人であったが、1910 年に日本が
大韓帝国を併合した後は、その電気事業は日本人に引き継がれた。朝鮮総督府は「一
地域一事業」「認可制」などの制度的枠組みを設定し、それを前提として、日本人
が需要と供給の両面に関わった。すなわち、供給面では、日本の民間人が電気事業
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の担い手となり、その供給は火力発電に依存し、燃料となる石炭などを輸入に依存
したため、電気料金は割高であった。また、需要も、大半が日本人によるものであ
り、当初は電灯用が主であったが、徐々に動力源としての需要が増加するようにな
った。いずれにしても、この時期は言わば揺籃期であり、需要・供給共に小規模な
ものであったとされている。
第２章 １９３０―３６年における電力業
本章では、主に 1930 年代半ば頃までの電力業の展開が叙述されている。
すなわち、1920 年代に入り、電気事業者は電気料金の割高を解消する必要に迫ら
れ、同時に、朝鮮総督府は朝鮮経済を成長させるための工業化の必要性を認識し、
両者の側から電気事業再整備が企てられることになった。具体的には、1930 年に朝
鮮総督府は「朝鮮電気事業調査会」を設置し、大規模な水力電源開発と送電網建設、
ならびに、発・送・配電を民間企業をもって実現する計画を立案した。そして、こ
れに基づいて、朝鮮半島北部において水力電源開発が進行し、1930 年代に水力によ
る発電量が漸増した。他方、日本窒素肥料株式会社などの日本企業が朝鮮に進出し、
電力需要が増加した。また、これらに要する資金は株式の上場や借入の形で日本か
ら調達され、電力会社の上級職務は日本人学卒者によって担われた。従って、この
時期の電力業は、「日本人」のものであり、「朝鮮人」の成長は見られなかったと
されている。
第３章 戦時下における電力業
本章は、日中戦争から太平洋戦争の終結に至る時期を対象としている。
1931 年に満州事変、1937 年に日中戦争が起り、この戦争の影響により、朝鮮総督
府は電力事業に対する統制を強化し、前章で述べられている朝鮮電気事業調査会の
計画にもとづいて電力業の拡大を企図した。すなわち、水力電源の開発、長距離送
電網の伸張が推し進められ、1945 年の時点で、同調査会の計画はほぼ実現されたと
されている。
しかし、日本の敗色が濃くなる中、資材難等により朝鮮工業は行き詰まり、この
ため電力需要も減少し、またアメリカ軍の空襲により電力設備の一部が破壊される
事態となった。そして最終的に 1945 年の日本の敗戦により、朝鮮における「日本人」
の電力業に終止符が打たれた。しかし、同時に、「朝鮮人」の成長も見られなかっ
たとされている。
第２編 「韓国人」の電力業
第４章 朝鮮独立後における電力業
ここからが戦後であり、第 4 章では 1945 年から朝鮮戦争勃発の 1950 年までの時
期が考察の対象となっている。
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すなわち、「日本人」が朝鮮半島から日本へ引き揚げ、それに代わってアメリカ
が 38 度線以南に進駐し、これにより、電力業は「日本人」から「韓国人」へ引き渡
された。しかし、当時の「韓国人」の成長は不十分であり、戦前の朝鮮電力業と「解
放」直後の韓国電力業の「断絶」面が主張されている。また、南北分断・緊張激化
に伴い、朝鮮半島北部に集中していた水力発電設備を掌握した北朝鮮が韓国への送
電を停止するという事態が発生し、供給量が大幅に減少することになった。これが、
戦後における韓国電力業の出発点であるとされている。
第５章 朝鮮戦争中における電力業
前章で叙述された戦前・戦後の「断絶」を第一とすれば、朝鮮戦争が第二の「断
絶」をもたらしたというのが、本章の主張である。すなわち、発・送・配電設備が
甚大な被害を蒙り、また資金面でもアメリカからの援助に依存する状態になった。
第６章 戦後における韓国電力
本章は、1950 年代を考察している。
すなわち、朝鮮戦争停戦後の韓国経済の復興は、アメリカが 1953 年に韓国に派遣
した調査団（団長・Hemry J. Tasca）が作成した「Tasca 報告書」に始まり、電力業
に関しては、同報告書をもとに電力復興計画である「韓国電力に関する報告書」が、
これもアメリカにより作成された。そして、この計画に従って火力発電所の建設が
進められ、1950 年代半ばには三個所の発電所が竣工し、発電面における水力から火
力への移行が進んだ。しかし、送・配電設備については、その改善は低位に止まり、
さらにアメリカからの援助が縮小されるにつれて、電力業全体の成長が鈍化するこ
ととなった。しかし、このような供給面の停滞とは逆に、韓国経済全体が復興する
につれて、電力需要が電灯需要を上回るようになり、1950 年代末、韓国電力業の再
スタートの必要性が高まったと述べられている。
第７章 朴正熙政権における電力業
本章は、1961 年の軍事クーデターによって成立した朴正煕政権（大統領在位
1963-1979）の重要性を強調している。
すなわち、同政権は、輸出指向型工業の発展を図り、そのためのエネルギーとし
て電力の供給増加に努めた。具体的には、朝鮮・京城・南鮮の三電力会社を統合し
て韓国電力株式会社を発足させ、同時に電力事業関連の諸法令を整備した。また、
1965 年に日韓国交正常化を実現するなど、諸外国との関係改善を図り、資金や技術
の海外から導入し、これによって、原子力発電所を建設するなど、発・送・配電設
備を増強し、その結果、発電量の著増が実現された。また、技術者養成の教育制度
の整備も進められた。
以上のような朴政権の政策によって、韓国電力業は二重の「断絶」を克服し、韓
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国経済の成長をエネルギー面から担保したというのが、本章の主張である。
終章
本学位請求論文の叙述全体を総括し、1945 年以前の朝鮮電力業と同年以降の韓国
電力業との「断絶」、および、朝鮮戦争による第二の「断絶」が主張され、第 7 章
で取り上げられた朴正熙政権の役割が強調され、そのうえで、韓国経済のテークオ
フは 1960 年代以降との結論が示されている。
Ⅲ．評価
18 世紀の後半にイギリスで始まった工業化は、西ヨーロッパ・北アメリカに波及
し、19 世紀後期には日本でも工業化が始まった。そして、20 世紀後半期以降、西欧
・北米・日本以外の地域において工業化が進行しつつあり、韓国経済はその一例で
ある。しかし、世界史における工業化は単純な一本道ではなく、現在でも、工業化
・近代経済成長とは懸け離れた地域が少なからず存在することは、周知の通りであ
る。
そのような観点からすると、本学位請求論文が 1910 年からの、日本の敗戦・韓国
の「解放」を含む約 70 年間を考察の対象としていることは、工業化の歴史的前提と
その開始・展開という経済史上の問題に一石を投ずるものと考えられる。具体的に
言えば、朝鮮・韓国経済史研究における「断絶」と「連続」の問題、すなわち 1910
～1945 年における朝鮮総督府の政策や経済実態の変化と、戦後における韓国経済の
成長との関係を歴史的に如何に理解するかという重要な課題に対して、本学位請求
論文は、約 70 年間にわたる具体的な事実を明らかにすることによって、一定の解答
を提出しており、今後の学界での議論に一つの重要な知見を与えるものと思われる。
また、本学位請求論文が取り上げた電力業について見ると、この期間を一貫して
取り扱った先行研究はほとんどなく、本学位請求論文は斯業の実態を史料に基づき
解明しており、研究の空白域を埋めるものであると評価することができる。
序章において、先行研究の整理から提起された課題との関係で言えば、本学位請
求論文の主張は(a)(c)を補強するものであり、従来の研究を電力業の分析を通して
一定の補強を加えたものと考えられる。
Ⅳ．問題点
予備審査において改善すべき点が 5 つ指摘されていた。このうち、叙述の性急さ
や技術的な問題点については、大幅な改善が認められ、論文としての完成度はかな
り向上したものと言える。
けれども、本学位請求論文のそもそもの出発点をなす学位請求者の問題意識は、
言うまでもなく、韓国人としてのそれであり、このことが、当然のことながら、論
文の基調と結び付いており、審査委員の学問的感覚からすれば、やや「ズレ」を感
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じることは事実である。しかし、この点は、日本・朝鮮＝韓国関係の歴史的経緯と
現状に由来するものであり、これを本学位請求論文の評価に直接的に持ち込むこと
は、かえって一方的な片寄りをもたらす可能性もあり、学問的な問題の解決にはな
らないと判断した。むしろ、こうした「ズレ」をどう捉えていくかは、電力業は勿
論、その他の産業についての研究を深めていくことによって、今後、学位請求者自
身が解答を与えてゆくべき学問的課題であることを、本人に指摘した。
Ⅴ．修正要求
本学位請求論文には参考文献目録が付されていない。これを付加することが必要
である思われる。
Ⅵ．初出一覧
(1)「朝鮮電力業における電気教育機関及び朝鮮人『人的資源』の形成」、『次世代
アジア論集』4、早稲田大学アジア研究機構、2011 年 3 月。査読付。
(2)「日本窒素の朝鮮への進出を巡って : ゲーム理論を用いて」、『植民地期朝鮮
・帝国期日本研究次世代アジア論集』5、早稲田大学アジア研究機構、2012 年 3 月。
査読付。
(3)「南鮮合同電気㈱の形成過程について」、『朝鮮史研究会論文集』第 50 集、2012
年 10 月。査読付。
(4)「朝鮮総督府による『朝鮮農業』・『朝鮮米』政策：定量分析結果を中心に」、
『ワセダアジアレビュー』11 、早稲田大学アジア研究機構、2012 年 12 月。査読付。
(5)「北鮮合同電気㈱の形成過程」、忠南国立大学校経営経済研究所『経営経済研究』
（掲載確定）、2014 年 2 月。査読付。
以 上
